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79.地方都市圏におけるTDM施策の適用可能性

一地区内道路の安全確保を考慮した清武町における社会実験-
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ThisstJudyaimsatdemonstratingtheapplicabilityofTDM schemeinsmallclty-reg10n.Small

city-regionsgenerallyhaveproblemsontransportationsuchasflrafficcongestion,lessutilized
mass-transitandt,hreatensafetyofpedestrians.ThetrialoperationofTDMschemewasconducted

inKiyotaketowninMiyazakicit,y-regionin2002.Theschemewasdesignedasapackageofone-way
t,rafficcont.rolindistrictroads,improvementofbusandrailservices,andsoon.Itcanbesaidthat,

theschemewassuccessfulbecause1)thenumberofpeoplewhoutilizedmass-transitwasenough to

reducethetrafficcongesf/ion;2)theservicelevelofmass-transitwassufficient,andtheuserswere

satisfiedwithit;3)thesafetyofpedestrianswassecuredinresidentialdistrict.
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1.はじめに

地方都市においては､モータリゼーションの進展に道路

整備が追いつかず､通勤時の道路混雑やそれに伴う環境の

悪化 (排ガス､振動､騒音等)､交通安全性の低下 (通過交

通の区画道路-の流入等)等の都市交通問題が発生してい

る｡この問題-の対応として､第一には道路の計画的整備

が望まれる｡しかし整備にかかる時間､費用や低成長時代

を考えると､道路整備のみの対応には限界がある｡

ところで地方都市では､人口密度が低く交通需要も空間

的に分散している｡このことが公共交通機関の衰退を招い

ており､TDMでは公共交通の利用促進と連動することが

重要な視点となる｡しかしながら地方都市では通常､公共

交通機関のバス停や駅までのアクセスやイグレス時間の ト

リップ長に対する比率が高いことから､自動車から公共交

通機関-転換することを誘発する程度のサービスレベルを

確保しうるかという問題を抱えている｡

また､地方都市の道路混矧 ま一部を除いて ｢朝の通勤時｣

という限られた時間帯に限定されることが多い｡このため､

交通需要の時間的平滑化-の対策が実現性や事業効果の観

点からも望ましい勢合も少なくない｡また地方都市では道

路が未整備なこともあり､幹線道路の渋滞を避ける自動車

交通が沿線の住宅地や街区の地区道路に通過交通として入

り込み､地区交通の安全を阻害する例も多い｡

このような交通問題に対処するためには各種のTDM施

策を複合的に組み合わせたパッケージ ･アプローチが有効

であることが提案されており1)～3)､これまでも多くの地方

都市で各種のTDM施策の実現に向けた社会実験等の取り

組みがなされている4)～8)｡しかしこれまでの事例は､｢交

通円滑化｣の効果を高めるために､各種の交通円滑化施策

を複合的にパッケージしたものが多いものの､交通渋滞が

発生する地域周辺の地区交通安全の問題に着眼して総合的

かつ戦略的にTDM施策を実施した事例は少ない｡

このような中で､人口30万人の地方都市である宮崎県宮

崎市の都心部まで5-10kmと近く､かつ公共交通機関のサー

ビス水準が非常に低い制約条件を有す清武町において､平

成14年11月18-22日 (5日間)に ｢交通円滑化｣と ｢地区

交通の安全性向上｣を目的とした総合的な交通社会実験が

実施された｡本稿は､同実験で得られた知見や課題を抽出 ･

検討し､地方都市におけるパッケージ型TDM施策の適用

性や実施のあり方について考察するものである｡

2.清武町の交通概況

清武町は宮崎都市圏の南西部に位置し､宮崎市都心部､

空港 ･港湾-のアクセス性の良さから､住宅地や先端産業

や研究･学園機能の集積する都市として発展してきている｡

人口は約3万人である｡

図-1に示すように､南西部の都城市 ･鹿児島方面から

宮崎市に連絡する広域的な交通軸 (宮崎自動車道､国道269

号､ JR日豊本線)が町内中央部から加納地区に向かって

縦断している｡この中で国道269号は宮崎市都心部-連絡す

る主要幹線道路である (2車線)｡このため､図-2に示す

ように､町内を含めた沿線各市町からの通勤交通と町内の

交通需要の集中により､渋滞が発生している｡

また国道269号の渋滞を回避しようとする自動車が図-

1の楕円の斜線で示す沿線居住地区 (加納地区 :同一4参

照)内の通学路である細街路 (八重川沿い町道)に流入し
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図-1 宮崎都市圏南部の交通状況

図-2 宮崎都市圏南部の渋滞長(朝ピ-ク時)

ており､後出の写真-4に示すように､通学の児童や生徒

(歩行者や自転車)の交通安全を阻害している｡

一方､公共交通機関として宮崎都心部に向けてJRと路

線バス (国道269号経由)があるものの､これらのサービス

水準は非常に低い (秦-1参照)｡このように運行本数が少

ないことや､朝ピーク時には道路混雑によりバスの定時性

が確保されない等の状況により､公共交通の利用は少ない｡

秦-2に示すように､通勤通学 トリップにおける自動車分

担率は66%に達する一方で､公共交通 (∫R､路線バス)

の分担率は11%と極めて低い｡
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義-1 バスと鉄道の運行時刻(朝 :加納-宮崎)

路線バス JR

6 時 台 - 6:206:48

7時 台 7:18 7:3ー7:36 7:48 7:30

8時 台 8:08 8:228:48 8:58 8:048:56

所要時間 26-34分 7-17分.xJL*のため7b吉■釈

義-2通勤 ･通学流動の現状

通勤通学者総数 代表手段男lJ自家用 鉄 道 乗合バス 二輪車 その他

清武町-宮崎市 7.242 4.736 274 228 1.681 323

田野町-宮崎市 1.827 1.213 499 20 39 56

合 計 9.069 5.949 773 248 1.720 379

資料)平成12年国勢調査

3.清武町における交通社会実族までの経緯

宮崎都市圏では､関係機関が ｢都市圏総合交通計画｣ 9)

を策定し､中心部から通過交通を排除する環状道路や､渋

滞対策としての都心方向-のバイパス等の整備を鋭意進め

ている｡しかし､事業期間が長期にわたり早期整備が困難

な箇所が多いこともあり､道路整備だけに頼らない総合的

な交通システムの構築 ･運用が課題となっていた｡

そのような中で､表-3に示すように清武町及び国､宮

崎県､県警､関係市町､日本道路公団､交通事業者からな

る｢清武町まちづくり交通計画策定委員会｣が構成された｡

この中で､TDM施策の導入が町の交通施策の基本方針と

して位置付けられた (平成10年策定)｡これが､宮崎都市圏

でTDM施策の推進のスター トとなった｡つまり､それま

で宮崎県や宮崎都市圏での交通に関する上位計画では公共

交通の利用促進は施策として掲げられていたものの､これ

を総合交通システムとして進める戦略や､具体的に道路整

備計画や現状の公共交通機関のサービスレベルと連動･連

携させて実施する戦術は不明であった｡

表-3 清武町周辺におけるこれまでの経緯

清武町周辺での経緯 宮崎都市圏での経緯(主なもの)

H10 ･｢清武町まちづくり交通計 ･｢第3次渋滞対策フログラ画｣策定一一TDM.安曇円滑 ムJ策定一遍鼻尊を主事表滞
化蔦簾の暮人を棲豪 ポイントとして位tづけ

H ･r清武都市計画マスタープラン｣策定.-交遺体裏の 霊 儀 方

ll 針として､TDM 尊 の ソ フ ト対鷺実Jtを位t づ け

H12 ･r清武町まちづ く り 交 通 計 画策定委員会｣投 立･rTDM施策基 本 粥 査 J実 施･-公共交遭利 用 促 濃 と 安 曇規銅の複合 実 施 を 提 案 l

H ･｢ラ- 交通 マ ､ジ メ ン ･r官 . 交通円l化 ､A
ト委員会｣設立 -一美 鹸 実 施 に ′ 亡】計画(莱)｣策定-T-M鷺
向けた新書土 豪 貴書を主要施策として位t

13 ･r第4次清武町総合長期計 づけ
画｣策定-TDMJt鷺の複合 ･r宮崎都市匿パーソントリツ
的な実Jtを位tづけ プ調査｣(交通実態調査)実施

H ･国土交通省のr平成14年度 ･r宮崎都市圏総合交通計画J
14 会 地域Jに I



その後､｢TDM施策基本調査｣を平成12年に実施し､そ

の調査結果に基づいて､TDMを試行する社会実験の実施

が決定された｡その実施機関として ｢清武町交通需要マネ

ジメント委員会｣が翌13年度に設立された｡委員会はTD

M施策に関係する17機関により構成され､約1年半という

歳月を費やして､連携 ･連動 ･整合性を確保した実施計画

の立案や実施体制づくりを行った｡なお､筆者らは同委員

全委員および事務局として参画している｡

4.実挨計画の概要

(1)TDMの基本方針

地方都市はその構造的な要因からTDM施策が成立しに

くい側面がある｡具体的には以下の2要因があげられる｡

1)｢トリップ長が短い｣
地方では通勤等のトリップ長が比較的短い｡それ故､ア

クセスやイグレス時間､乗換時間等のトリップ時間に占め

る比率が高い公共交通は､自動車に比べて所要時間のサー

ビスレベルが相対的に低く､利用しにくい｡

2)｢TDMが機能する対象範囲が狭い｣

前述のように地方都市では近年､公共交通機関のサービ

スレベルが極めて低下している｡また､公共交通機関のサー

ビスレベルが自動車と近接するようなエリアは､バス停や

鉄道駅の近辺に限定される｡つまり､TDMの対象は面積

的に小さく､人数も少ない｡

一方で､交通渋滞が発生する地域周辺の地区交通安全の

問題は重要な解決課題であることを考慮し､本交通実験で

は､大きく､以下2つを目的とした｡

1)｢交通渋滞発生地点周辺の地区交通の交通安全を確保す

る｣ために､交通規制を実施し通過交通を排除する｡

2)｢国道269号の交通混雑を防ぎ､交通円滑化を図る｣た

めに､排除された自動車 (通過交通)の主要幹線道路 (国

道269号)-の還流分に相当する交通需要を公共交通機関

-転換させる｡

(2)実鼓計画の基本設計

前述のように､地方都市ではTDM施策の対象が空間的

にも人数的にも小さい｡そこで実験の対象エリアや対象者

を抽出するために､｢自動車通勤者を対象としたヒアリング

調査｣を平成12年度に実施し､需要分析を行った｡

具体的には､図-3(a)に示すように､｢どんなに道路混

雑が悪化しても公共交通-の転換が困難｣な層を特定し､

その上で､｢道路混雑が悪化するなら公共交通に転換しても

よい｣､｢道路混雑が悪化し､かつ公共交通の乗継ぎが便利

になるなら転換してもよい｣と回答した人 (約35%)をT

DM施策の対象者として抽出した｡これら対象者の居住地

は必ずしも宮崎都心部から遠距離地域だけでなく､5km程

度と比較的近接した地域においても存在した｡これらは公
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共交通機関の潜在需要であり､短距離においても質の高い

公共交通サービスを提供することが重要となる｡

以上のように今回の実験では､これらの潜在需要の存在

する地域 (TDM対象地域)の特定と､これらの潜在需要

の実験-の参加の確保が課題であったO結果として､対象

範囲の狭さと現行の公共交通機関のサービスレベルの低さ

を考慮して､交通実験参加は公募によるモニター制とし､

運賃は全て無料とした｡なお､モニター登録数の約7割が実

際に実験参加すると想定して､以下のように､交通規制に

よる還流台数を吸収するために必要なモニターの目標数を

370名と設定した (260÷0.7≒370)｡

すなわち交通量調査からは､国道269号の向都心方向の朝

ピーク時において260(台/時)程度を減少できれば交通混

雑の改善が可能と推測された(1)｡また､一方通行規制によ

る国道269号に還流する自動車台数は165(台/時)と推計

され (2)､これらの検証も実験課題とした｡

また､ヒアリングでは､交通規制による道路混雑のため

に自動車所要時間が5分ピッチで遅延した場合を想定し､

公共交通-の転換意向を調査した｡この転換率 (転換可能

性)の感度分析を行った結果､図-3(b)に示すように自動

車の遅れが10-15分の場合に転換率が比較的大きく増加す

ることが判明した｡このため実験では､現行の公共交通に

よる所要時間より､少なくとも10分以上短縮したサービス

水準の提供を目指すこととした｡
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通勤 距 離10km (自動車時間25分)

) 5分 10分 15分 20分

- 渋;1による自動 車時rLqの連れ

図-3(a)公共交通への転換意向 図一3(b) 渋滞による自動

実料)自動車勘 考を柵 としたヒアリング 車時間の遅れと公共交通転換

調査(N-331) 率の関係

(4)実駿計画の実施設計

1)地区交通における歩行者と自転車の安全性確保

安全性確保の具体策として､図-4に示すように､細街

路 (八重川沿い町道)で朝の通学時間帯 (7:00-7:45)に

限り､向都心と逆方向に一方通行規制し､これに並行する

地区道路をスクールゾーンとして車両進入禁止を実施する

こととした｡規制区間や規制方法については､通過交通の

流動調査を事前に実施し､流入量と進入ルー トを解析した

上で､交通管理者との協議を重ねて決定した｡
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2)｢通勤高速バス｣の運行

都心までの所要時間を10分以上短縮するために､高速道

路を活用した ｢通勤高速バス｣の運行を計画した｡速達性

を確保するため､都心部に到着した後はそのまま降車希望

地 (勤務先)に停車する ｢直行ルー ト｣を採用し､バス専

用レーンの指導 ･取締も実施することとした｡

3)アクセス ･イグレスの改善

目的地までの総所要時間の削減を目的として､｢端末交通

手段の充実｣を計画した｡居住地側ではJRや高速バスと

連携した ｢送迎バス｣や ｢P&R｣､従業地側では直行バス

図-4 八重川沿い町道における交通規制の概要図

実験項目 実験内専
1.遷勤高速 ●田野町-漬衣叶-青嶋中心部区間
バスの遭行 (約25km)
●覇15分おき8便､夜20分おき12便
●Tクセス.イグレス文通手段の先業
●バスレーン持場強化の実施(2日間)

2. を判した遺JZ)方法 アク イ ス交遷手 の●増結による雷鷹霊の向上

3.I(-クLライドff画 ●バ-ク&ライド用駐霊場【3曽斬】

4,サイクルLライド鮒官 ●サイクル&ライド用駐輪嶋【○薗所】

5.送迎/{スの運行 ●清嚢町内送迎バス遍行【一系統】

6.レンタサイクルの遍用 ●富嶋義心飾レンタサイクル【一雷析】

7.ⅠCカード導入による景 ●通勤嘉蓋/{ス､送迎J{ス､既往路線J{ス､JRが1枚のlCカードで利用可舵義叢書

8.八I川沿い ●銅ピーク時における一方曇行規Nの
町遭の交遷 実施(住宅地内への逼iA交適の遭入

(注)上記はすべて無料サービスとして提供した(5日間)

田野町内では､居住地
の近くで高速バスを棄
降できる新投バス停を
rriZi.
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を補完するための ｢通勤レンタサイクル｣等を実施し､ま

た乗継改善のためのICカー ドを導入した(3)｡
以上のパッケージ施策の概要を図-5に示す｡

5.実験結果と考察

(1)道路交通の変化

義一4に示すように､一方通行規制の実施により､町道

の自動車交通量は193台削減された(4).その結果､写真-4

に示すように､当該時間帯の歩行者約210名 (′ト中学生)､

自転車利用者約80名 (高校生)の安全性が大幅に向上した｡

一方､図-6に示すように､交通規制による混乱が懸念

された国道の交通量は平常時とほぼ同じ約760台 (規制時間

帯)であり､混雑悪化は認められなかった｡さらに､規制

区間の前後を含む国道269号全体の所要時間の動向をみる

と､図-7に示すように晴天時には所要時間の最大値が13

分から9分-と約4分短縮された(5)｡つまり､モニターを

公共交通-転換させることにより､国道の交通渋滞を悪化

させることなく､町道の交通安全の向上を確保するという

交通実験の当初目的を達成できたものと評価できる｡

義一4 八重川沿い町道(交通規制区間)の交通量の変化

平常時10/31(木) 実族時日/ー9(火) 削減台数 削減率

(注)交通.規制時付帯の総交通1【7:00～7:45]｡都心方向車線
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バスやJRに連掩す
る送迎パスを運行｡

- 高速道路

通勤高速バスルート

交jLAN*+エリT
U＼1川沿い住宅地)
-E)-++JL

【町内におけるアクセス交通]

固 駐車%(′1-ク&ライド)
駐輪場(サイクル&ライド)
送迎バス(ライド&ライド)

〔都心におけるイグレス交通]

- _- JRを利用した通勤ルート
......__..バスレーン指導区rq

一一---･-送迎バスルート

匡≡ヨ ′くス停名称(主なもの)

図-5 実験概要図

レンタサイクル
路点バス(ライド&ライド)

最大収容台赦及びレンタ
サイクル台敢

写真-2 通勤高速バス



写真-4 小学生の集団登校の様子 (交通規制区間)
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図-7 国道269号(都心方向)の所要時間の比較

ただし､バイクや自転車利用者が自動車に転換すること

により交通量が増加する雨天時には､所要時間が最大20分

に拡大し混雑が悪化 したことは改善課題である 屯).

(2)公共交通の利用

実際のモニター登録数は332名 (7)で､図-8に示すよう

に5日間往復で延べ1,729名の参加を得た (日平均346名､

平均参加率は52.1%b)).利用者が5日間を通して減少しな

かったことから､モニターから公共交通のサービスレベル

に対して一定の評価を得たと考える｡

また通勤時には､交通規制区間 (町道)と並行する国道

269号を合計した削減台数の147台(9)を若干上回る約180-

190名が公共交通機関を利用した｡これは､前述の交通混雑

が認められなかったことと整合している｡

JRと通勤高速バス利用は概ね同数であり､最終日まで

ほぼ一定の参加数を維持した(10)｡しかし､帰宅時について

は通勤時の8割程度であった｡原因としては､夜間におけ

る便数の少なさや最終発車時刻の早さが考えられ､運行ダ

イヤ改善等が課題となる (ll)0

(3)交通規制の評価

町道の交通規制に関して､町全域の住民に対してアンケ

1日目(月)曇

2日目(火)晴

3日目(水)義

4日目(木)雨

5日日(金)曇

5日間平均
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図-8 交通手段別利用者数 (通勤時 ･帰宅時)
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J車両通行止めによる規
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(注)N-215の内訳 :自動車利用151､
徒歩･自転車利用31 文科)交通規制に関するアンケー ト調査

図 - 9 八 重 川 沿 い 町 道 の 交 通 規 制 の あ り方
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(注)JR有料(現行料金)､アクセス交通(P&R■王手頒 ･送迎バス･レンタサイクル等)
無料と想定 N-135

図-10 JR通勤の利用意向とその理由

- ト調査を実施した｡図-9に示すように､町内全域にお

いても｢時間帯を決めて規制すべき｣と回答した人が多く､

今回の試行に対して肯定的であると評価できる(12)0

(4)公共交通の利用意向

本格実施時の利用意向を把握するため､アンケー ト調査

を実施したO図-10は､JR有料､アクセス交通無料と想

定した場合のJR通勤の利用意向である｡｢毎日利用した

い｣割合は3割程度であるが､｢週1日なら利用したい｣割

合が約8割と非常に高い結果となった｡理由としては､実

験を通して送迎バス等の利便性を実感し､鉄道の速達性や

定時性について高い評価が得られたためであると考える｡

図-11は通勤高速バスのアンケー ト結果 (高速バス有料､

交通アクセス無料と想定)であり､｢週1日なら利用したい｣

割合が7割以上を占めている｡これは､公共交通を毎日利

用することは難しいが､｢利便性の高い公共交通が整備され

れば週に何 日かは公共交通を利用したい｣という意見が大

多数を占めていることと解釈できる｡

以上の実験結果から､自動車-の依存が強い地方都市で

は､公共交通利用の可能性の高い地域と利用者を限定した

上で､地区交通の安全対策とパッケージしたTDM施策を

473



OS 10% 20% 301 401 50～ 60% 701 80% 901 1001

(注)高速バス(現行並料金)､アクセス交通(P&R■主車場･送迎バス･レンタサイクル等)
無料と憩定 N-96

図-11通勤高速バスの利用意向とその理由

展開 してい くことが肝要 と考える｡

宮崎都市圏では今回の実験を踏まえて､毎週水曜 日を ｢公

共交通利用デー｣ と位置付 け､利用促進 キャンペー ン等 を

実施 してい くこととなった (15年度試行実験予定)｡これは

今回の実験モニターの利用意向に整合 したものである｡今

回のTDMか らの観点を加味すれば､公共交通利用 を特定

の 1日に集 中させ るのではな く､1週間内に分散 させ るこ

とでより効果が上がるもの と考えられ る｡

6.まとめ と今後の課題

地方都市の都心部に近接 した清武町において､｢地区交通

の安全性 向上｣ と ｢交通円滑化｣ を 目的 として実施 された

社会実験の結果 と得 られた知見は以下の通 りである｡

1)渋滞 を避 けて 自動車が流入 している地区道路において

一方通行規制によ り､実験前に 目的 とした歩行者 と自

転車の交通安全 を確保できた｡

2)この一方通行規制によ り排除 された 自動車は主要幹線

に還流 し､交通混雑を助長す る可能性があった｡事前

の交通調査 ･解析か ら還流す る自動車台数 を推定 し､

これに対応するモニター数 を確保 して公共交通機 関-

転換 を図ることで交通混雑 を回避できると予測 した｡

3)実験では322名 のモニターが確保でき､朝の通勤時には

約180-190名が公共交通機関を利用 した｡予測 どお り､

晴天時には渋滞の助長や進展は観測 されなかった｡

4)モニターの参加率は 5日間を通 じて低下 しなかったこ

とか ら､実験で設定 した公共交通機 関のサー ビス改善

はモニターの満足 を得 られ るレベルであった といえる｡

また､地方都市におけるパ ッケージ型 TDM施策の実施

のあ り方 として､以下の点が指摘 され る｡

5)地方都市圏ではTDMに反応す るエ リアも対象者 も限

定 され るため､利用可能な対象者 を確定す るための十

分な事前調査 ときめ細かい感度解析 が必要である｡

6)地方都市でTDM施策 を運用す る上では､公共交通-

の転換利用者 を 1日に集 中させ るのではな く1週間内

に分散 させ ることが､利用 を促進 し効果 を高める視点

として重要である｡

7)TDM施策 を計画 ･実施す るプ ロセス として､関係す

る機 関の連携 ･協調お よび上位計画 との整合性や広域

計画での位置付 けが重要である｡

なお､今後の本格実施においては､アンケー ト結果の ｢1
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週に数回な ら公共交通機関を利用 してもよい｣ とい うニー

ズを考慮すれば､藤井 10)が指摘する ｢当番制｣が機能す る

可能性があ り､その回数などについて検討す る必要がある｡

また､雨天時に 自動車利用が増加 して交通混雑 を助長する

問題 も､この文脈の中で検討 される必要があると考える｡

補注
(1)交通実態調査の結果から渋滞が発生しない交通量の目標値を970台/時
と設定した上で､現況の交通量(1,065台/時)に細街路からの還流分(165台
/時)を加えた量からの削減量(1,065+165-970-260台/時)を設定した｡
(2)ナンバープレート調査から細街路における通過交通の流動を把握し､宮
崎市街地方向の交通量から還流台数を165台/時と設定｡
(3)ICカードをモニター登録証として配布し､カードを提示することによ
り交通機関が無料となるシステムを試行した｡事後アンケート調査では､
利便性が高いとの声が多くよせられた｡
(4)実施時の各種の制約から1日のみの観測結果しか得られていないため､
1日の結果で十分であることの論証は不可能であるが､既存調査で火曜日
から木曜日の晴天時には比較的交通流動が一定であることを参考に､観測
日を設定している｡(図-6,7についても同様)
(5)所要時間は加納交差点から源藤交差点までの2.7km区間の平均値であり､
図-6の地点以外の影響が含まれている｡時間短縮の理由としては､交通
規制区間の前後で､交通の時間帯分布が平準化したこと等が想定される｡
(6)実験4日目は､朝6時すぎから0.5mm程度の小雨が降り続く天候であっ
た｡自動車の交通量はバイクや自転車からの転換により増加するが､図一
8に示すように実験参加者も増加した｡要因としては､雨天時の渋滞をさ
けたいモニターが多かったこと等が考えられる｡
(7)モニターは清武町及び田野町から宮崎市内-の通勤者を対象とした｡渋
滞緩和の観点からは自動車通勤者に限定することが望ましいが､今回は
サービス改善を実施した公共交通機関についての評価も重要な項目である
ことから､自動車以外の通勤者も対象とした｡最終的に､モニター登録者
のうち自動車通勤者の占める割合は約7割となった｡
(8)平均参加率は､通勤時(もしくは帰宅時)のみの参加者もいることから､
通勤時と帰宅時の合計値(5日間計)で算定している｡なお､期間中に1日
でも利用したモニターの割合は74%である｡参加率が低い理由としては､
図-10等に示すように､自動車依存の高い地方都市では収に公共交通の
サービスレベルが改善されたとしても毎日公共交通を利用するのは難しく､
自動車噂好が根本的に強いことが要因の1つであると考えられる｡
(9)交通規制区間の削減台数193台(表-4)から､国道-の還流分46台(図-
6:760-714-46)を差し引いたものである｡
(10)通勤高速バスの運行は設計時の想定通りの高速性を発揮し､通常の路
線バスに比べ10分以上短縮することができ､利用者に好評であった｡
(ll)帰宅時の利用が少ない理由の1つとして､自動車送迎や相乗りが多い
ことがあげられる｡就業後に娯楽等の活動を楽しみ､友人同士で帰宅する
パターン等も多く見られる｡特に金曜日の利用者が少ないが､同じ要因に
よるものと考えられる(忘年会等)｡
(12)サンプル数の偏りがある(歩行者･自転車が31サンプルと少ない)ため､
交通手段別の分析を行うことが不可能であった｡
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